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序     文 
 

日本政府は、イラク共和国政府からの要請に基づき「灌漑セクターローン」事業に円借款を供

与し、イラク共和国政府が本借款資金を利用して、灌漑排水ポンプ、灌漑用排水路の維持管理に

係る資機材、発電機などの調達により灌漑農業開発を進めています。 

イラク共和国政府は、この円借款事業のより一層の効果発現のため農業セクターへの総合的、

包括的な技術支援を日本政府に要請し、日本政府は協力の実施を決定しました。 

これを受け、独立行政法人国際協力機構は、農業分野における技術支援の必要性や可能性を検

討するため、2011 年 2 月 20 日から 3 月 12 日まで詳細計画策定調査団を派遣し、プロジェクトの

現状などについてイラク共和国政府関係者と協議を行うとともに、現場調査や関連資料の収集を

行いました。 

本報告書は、これら調査結果、協議結果を取りまとめたものであり、今後の本プロジェクト実

施にあたり、広く関係者に活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表します。 

 
平成 23 年 7 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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第１章 調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は供与中の｢灌漑セクターローン｣によるハードの整備に加

え、要請のあったソフトの支援を組み合わせ、イラク共和国（以下、「イラク」と記す）農業セ

クターへの総合・包括的な支援を目的として、これら要請案件を円借款附帯プロジェクト「食糧

自給のための小麦生産性改善プロジェクト」（以下「本プロジェクト」と記す）として実施する

ことを計画しており、今般、プロジェクトの枠組み、計画及び実施体制を確認し、事前評価表作

成に必要な情報を収集することを目的として調査団を派遣することとなった。 
 
１－２ 調査の目的 

（1）プロジェクトの枠組み及び計画（案）をイラク側関係機関とともに検討し、プロジェクト・

デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）、活動計画（Plan of Operations：PO）、

討議議事録（Record of Discussions：R/D）案を含む協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）

にて共通認識の醸成を図る。 
 
（2）評価 5 項目の観点から事業事前評価を行うために必要な情報を収集する。 
 
（3）調査結果を基に、事業事前評価表（案）の作成に必要な情報を整理する。 

 
１－３ 団員構成 

担 当 氏 名 所 属 

総括 高橋 政行 JICA 農村開発部 畑作地帯第二課長 

小麦栽培 中林 一夫 JICA 国際協力専門員 

園芸作物 相川 次郎 JICA 国際協力専門員 

農業普及 財津 吉壽 国際耕種株式会社 

評価分析 奥田 浩之 合同会社適材適所 

 
１－４ 調査期間 

（1）調査期間 
2011 年 2 月 20 日（日）～3 月 12 日（土）（21 日間） 

 
（2）調査日程 

付属資料 1 調査日程のとおり。 
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第２章 協力プロジェクトの概要 
 
２－１ プロジェクト実施の背景 

２－１－１ 現状と課題 
イラクでは、1980 年以降、3 度にわたる戦争と 10 年以上に及ぶ経済制裁により、社会イン

フラは破壊され国内経済も後退したが、2003 年のイラク戦争後は、国際社会の支援を得つつ復

興開発が進んでいる。イラクは、国土の大部分が年間降水量 250mm 以下の砂漠気候に属する

が、近隣諸国と比べると水資源に恵まれており、農業セクターは GDP の約 10％（2010 年推定）

を生産し、労働人口の約 22％が農業に従事するなど、石油・ガス部門につぐ重要産業である。

農地面積約 520 万 ha は国土の 12％を占め、このうち約 4 割はイラク北部に広がる天水耕地、

残りはチグリス・ユーフラテス川を水源とする中・南部の灌漑耕地である。イラクの戦後復興・

国家開発に向けて 2007 年に策定された「第 3 次国家開発戦略」においても、農業セクターは

「経済成長のための基盤強化」の重点分野と位置づけられている。しかし、農業生産基盤の老

朽化、灌漑農地での塩類集積、農業技術・知識の不足などにより、農業の生産性は低位にとど

まっている。主な農作物の国内生産は、デーツを除いて自給が達成されておらず、イラク全体

の需要量の小麦は 5 割、大麦は 4 割、トマトは 6 割を輸入するなど、農業セクターの停滞は、

食糧輸入への依存、国家経済の石油への依存を高めている。 
こうしたことから、2010 年に公表された「イラク国家開発計画（2010～2014 年）」では、農

業セクターのビジョンとして、食糧安全保障のための国内生産の振興、農業生産の増加による

農村部の貧困削減と石油依存からの経済多様化、を掲げている。特に、2007～2009 年にかけて

旱魃の影響により平年の 50％にまで収量が落ち込んだ小麦をはじめ、優先作物を定めて 2014
年を目標とする生産計画を示し、生産性向上や投資の促進などを図っていくとしている。 

イラク北部に位置するクルド自治区（エルビル県、ドホーク県、スレイマニア県）は、イラ

ク国内でも 400 ㎜～1,200 ㎜と年間降水量が多いことから潜在的な農業生産性は高く、イラク

全体の食糧自給のためには、クルド地域の生産性向上は重要である。しかし、イラク前政権に

おける弾圧と農村破壊、近年の旱魃などの影響でクルド地域の農業生産は減退し、クルド地域

においても食糧自給に向けた農業の復興が命題となるとともに、農村部における高い失業率と

都市への人口流出といった社会問題にもつながっている。 
主要作物である小麦については、クルド地域の小麦栽培面積の 9 割を占める天水農業におい

て、播種時と収穫時の作業以外はほとんど手をかけない粗放的生産が行われている。天水小麦

は天候により生産性が大きく左右されるので、農家は栽培への資材投入を控える状況下で、最

大の課題である水資源の利用・供給のほか、優良品種の導入や栽培管理技術の向上により、ク

ルド地域の小麦の生産性を改善していくことが求められている。 
 

２－１－２ 相手国政策上の位置づけ 
2010 年に公表された「イラク国家開発計画（2010～2014 年）」では、農業セクターのビジョ

ンとして、食糧安全保障のための国内生産の振興、農業生産の増加による農村部の貧困削減と

石油依存からの経済多様化、を掲げている。イラクの主要農産物の自給率をみると、小麦 49％、

大麦 59％、ジャガイモ 76％、トマト 40％、食肉 15％、卵 16％などとなっており、農業セクタ

ーの停滞は食糧輸入への依存を高めている。このため、同計画では小麦、デーツ、果樹、トマ
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ト、タマネギなど優先作物を掲げ、生産計画を示して生産振興を図ることとしている。 
特に小麦については、特に同計画において、クルド自治区 3 県を除いたイラク 15 県の現行

の小麦生産 191 万 t（河川を水源とする表流灌漑 144 万 t、地下水を水源とするスプリンクラー

などによる補助灌漑 18 万 t、天水栽培 29 万 t）を、362 万 t（表流灌漑 170 万 t、補助灌漑 170
万 t、天水栽培 22 万 t）にまで増大させる生産計画を掲げている。特に補助灌漑栽培における

小麦の生産性の向上と天水栽培地域への補助灌漑の導入などにより、国内小麦の生産増を図っ

ていく計画である。 
一方、クルド自治政府においても、「農業セクター戦略計画（2009～2013 年）」では、前政権

下での農村破壊の影響によりクルド地域が有する自然条件の優位性が農業生産に発揮されて

いないとし、農業セクターの使命として、自然・予算・人的リソースの利用と先進技術・知識

の活用により、クルド地域の食糧自給を達成することとしている。そのために、小麦、野菜、

試験研究、農業研修などの生産振興と、水資源開発、投入資材補助などの広範な活動を含むプ

ロジェクトを掲げている。特に小麦生産振興については、クルド自治政府農業水資源省（以下

「クルド農業資源省」）のプロジェクトのなかでは最大の予算措置を講じる計画となっている。 
 

２－１－３ わが国援助政策との関連、JICA 国別援助実施方針上の位置づけ 
2003 年のイラク復興支援国会合での支援表明を端緒に、わが国はこれまで電力、石油、上下

水道、保健・医療、農業などのセクターで無償資金協力、円借款、技術協力（本邦・第三国で

の研修）を実施してきた。農業開発分野については、2009 年 7 月に策定された JICA「国別援

助実施方針」において、イラク開発課題の協力方針のなかに位置づけられている。すなわち、

協力方針にある 4 つの重点分野のなかの「経済成長を実現するための非石油経済の振興」に農

業セクターが含まれている。これまで灌漑セクターローンでイラク全土にポンプ・建設機材を

供与し、本邦研修と、シリア、エジプト、ヨルダン等における第三国研修を通じて、農業・農

村振興に寄与する人材の育成が取り組まれてきた。さらに、同実施方針には、農業関連技術の

向上などのための技術協力を検討し、効果的なプロジェクトの形成につなげていくことが明記

されており、本プロジェクトの形成は、こうした方針を踏まえたものである。 
 

２－１－４ 農業セクターにおけるドナー協力の現状 
イラクでの国連機関の活動としては、現在、国連食料農業機関（Food and Agriculture 

Organization of the United Nations：FAO）が、イラク政府をカウンターパートとして農業情報シ

ステムの導入、農業民間セクターの育成、農業雇用促進、畜産振興などのプロジェクトを実施

しているが、クルド自治区、小麦生産、園芸振興を対象としたものではない。 
小麦などの穀物を対象としては、オーストラリア国際開発事業団（Australian Agency for 

International Development：AusAID）及びオーストラリア国際農業研究センター（Australian Centre 
for International Agricultural Research：ACIAR）が出資し、国際乾燥地域農業研究センター

（International Agricultural Research in the Dry Areas：ICARDA）を実施機関とする環境保全型作

付システムの導入プロジェクトが現在進行中である。「フェーズ I（2005 年 7 月～2008 年 6 月）」

に続く「フェーズ II（2008 年 6 月～2011 年 6 月）」であり、クルド自治区と同じく天水小麦を

栽培しているニナワ県を対象地域としていることから、小麦に関する種子生産や栽培管理とい

った当該プロジェクトの成果や知見を入手し、今後活用していくことも考えられる。ICARDA
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が実施しているプロジェクトとしては、このほかにも、ACIAR からの出資による「土壌塩類管

理プログラム（2010 年 12 月～2012 年 10 月）」がイラク中・南部において、また国際農業開発

基金（International Fund for Agricutural Development：IFAD）からの出資による「総合防除・有

機肥料を通じた小規模農家の生計向上プロジェクト（2009 年 1 月～2012 年 1 月）」がニナワ県、

バグダード県、カディシア県で実施されている。しかし、これらのプロジェクトはクルド地域

を対象としたものではない。 
クルド地域内で実施されているドナー機関の活動としては、米国国際開発庁（United States 

Agency for International Development：USAID）がコンサルタントへの委託により「INMA アグ

リビジネスプログラム」（INMA はアラビア語で「成長」の意）を実施している。イラクの全

18 県において、畜産、園芸、ビジネス振興の分野で、技術研修、実証圃場の設置、ワークショ

ップ開催などの活動を実施しており、クルド地域においても、2010 年 1 月より農民を対象に「園

芸作物生産性向上プロジェクト」が実施されている。実証展示圃を設置し、米国から輸入した

園芸作物の種子・種苗を増殖して園芸農家に配布し、定期的にファーマーズ・スクールも開催

されている。 
 
２－２ 「食糧自給のための小麦生産性改善プロジェクト」の基本計画と活動 

２－２－１ 協力概要 
別添の付属資料 2 プロジェクトイメージ図のとおり。 

 
２－２－２ プロジェクトの基本方針 
（1）目標に向けて段階的アプローチを採用する 

上位目標、すなわち、「イラクの食糧安定供給のためにクルド地域の小麦の生産性が向

上する」は十分な普及活動によって農民の小麦栽培技術が改善された時に初めて達成され

うる。しかしながら、クルド地域における普及員の能力は、農民のニーズに応えるにはい

まだ不十分である。まず初めに現場での研究者による研修をとおして普及員の能力強化を

図ることが必要である。 
したがって、本プロジェクトの目標は「クルド地域の栽培条件に適した小麦の品種、栽

培技術、水管理技術を研究者をとおして農業普及員が習得し、その技術を農家に対して圃

場にて実証する」と確認された。このプロジェクト目標が達成された時に、次のステップ、

すなわち、「農民が普及員を通じて小麦生産技術を習得する」ことが 速やかに続けられな

ければならない。 
 
（2）乾燥地での農業研究における ICARDA の専門技術を活用する 

ICARDA（在シリア）は育種、種子生産、栽培技術、水管理など乾燥地における小麦生

産に関する農業研究に豊富な専門技術をもっている。ICARDA のあるシリア北部の農業環

境はクルド地域の農業環境と似ている。したがって、JICA の総合的な調整の下で、ICARDA
でクルドの研究者に対するトレイナーズ・トレーニング（Training of Trainers：TOT）を行

い、ICARDA 専門家をクルド地域内での現地研修と圃場実証試験のサポートするために招

くことが有益である。  
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（3）クルド地域内での現地活動を重視する 
プロジェクトの主たる活動は、クルド地域内の農家の圃場、普及センター、農業研究セ

ンターなど現場で行われる。すなわち、普及員や先進農家のための現地研修や圃場実証試

験、新技術のデモンストレーションがプロジェクト期間内に集中的に行われる。 
必要な数の研究者とクルド農業水資源省スタッフを ICARDA に研修を受けるために送

る。彼らはクルド地域に戻ったのち、必要に応じて ICARDA 専門家のサポートを受けつつ

講師として現地研修を行う。 
一方、ICARDA 専門家は ICARDA での研修のフォローアップのためにクルド地域に派遣

される。彼らはクルド地域全県における普及員のための現地研修をサポートし、研究セン

ターでの試験及び農家の圃場実証試験や新技術のデモンストレーションを監督する。 
また、プロジェクト・コーディネータや土地適正区分調査の JICA 専門家は、総合的プ

ロジェクト管理や農村開発の視点からプロジェクトの目標が 効果的、効率的に達成できる

ように助言を行う。 
 

２－２－３ プロジェクトの枠組み（M/M 記載） 
JICA及びクルド農業水資源省は暫定的なプロジェクトの枠組みについて合意した。ただし、

この枠組みはR/D署名の前の議論の過程で修正、ファイナライズされる。 
（1）タイトル 

食糧自給のための小麦生産性改善プロジェクト 
 
（2）プロジェクト目標 

クルド地域の栽培条件に適した小麦の品種、栽培技術、水管理技術を研究者をとおして

農業普及員が習得し、その技術を農家に対して圃場にて実証する 
 
（3）対象地域と裨益グループ 

対象地域はエルビル県、スレイマニヤ県、ドホーク県の研究センターと普及センター及

び周辺地域である。裨益グループは対象地域の研究者と普及員及びクルド農業水資源省ス

タッフである。 
 
（4）協力期間 

プロジェクト期間は、専門家がクルド地域で活動を開始してから 3 年半である。 
 
（5）プロジェクト管理 

実施機関はクルド農業水資源省である。 
合同調整委員会が設置され、少なくとも年 1 回あるいは必要に応じて開催される。構成

メンバーと役割は後述のとおりである。 
適正なプロジェクト・モニタリングのために、6 カ月ごとに進捗報告書がプロジェクト・

チームによって作成され、クルド農業水資源省と JICA に提出される。また、年間報告書

がプロジェクト・チームによって作成され、合同調整委員会に提出される。また、プロジ

ェクトの達成度を見極め、プロジェクト終了以降の方向性について提言を行うために、終
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了時評価が JICA とクルド自治政府の関係機関と共同でプロジェクト終了の 6 カ月前に実

施される。 
これらのプロジェクト管理については、JICA が派遣するプロジェクト・コーディネータ

が全般にわたり指導・助言を行う。 
 

２－２－４ ICARDA における TOT 
研究者（クルド農業水資源省スタッフ）は TOT を受けるため ICARDA に送られる。彼らは

クルド地域に戻ってから、必要に応じて ICARDA 専門家のサポートを受けつつ講師として普及

員（先進農家）のため現地研修を行う。 
（1）品種選定及び種子生産 

（品種選定トライアル、圃場検定、種子テスト） 
2011 年 7 月、2012 年 6 月、2013 年 6 月（Seed health） 
6 人☓3 週間 

 
（2）小麦栽培技術 

病害虫・雑草防除（総合防除管理、IPM） 
2012 年 3 月、2013 年 3 月、2014 年 3 月 
5 人☓2 週間 
施肥、輪作、不耕起栽培 
2011 年 9 月、2012 年 9 月、2013 年 9 月 
5 人☓2 週間 

 
（3）補給灌漑 

（必要水量、灌漑及びウォーター・ハーベスティングの実践） 
2012 年 3 月、2013 年 3 月、2014 年 3 月 
5 人☓3 週間 

 
（4）社会経済 

（ベースライン調査、エンドライン調査） 
2011 年 12 月、2014 年 6 月 
1 人☓2 週間 

 
２－２－５ ICARDA 専門家の派遣 

ICARDA 専門家が TOT のフォローアップのためにクルド地域に派遣される。すなわち、ド

ホーク、エルビル、スレイマニヤ 3 県での普及員に対する現地研修のサポート、3 県の農業研

究センターでの試験及び圃場実証試験と新技術のデモンストレーションの監督、年間報告の作

成と次年度の活動計画策定の監督を行う。また、ICARDA 専門家はクルド地域と ICARDA でベ

ースライン調査とエンドライン調査を JICA 派遣の業務調整専門家（プロジェクト・コーディ

ネータ）とともに監督する。 
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（1）品種選定と種子生産 
種子生産：2011 年 7 月、2012 年 6 月、2013 年 6 月、各 2 週間 
品種選定：2011 年 10 月、2012 年 10 月、2013 年 10 月、 
2014 年 10 月、各 2 週間 
 

（2）小麦栽培技術 
病害虫・雑草：2012 年 4 月、2013 年 4 月、2014 年 4 月、各 2 週間 
施肥、不耕起：2011 年 10 月、2012 年 10 月、2013 年 10 月、各 2 週間 

 
（3）水管理 

2012 年 3 月、2013 年 3 月、2014 年 3 月、各 2 週間 
 
（4）社会経済 

2011 年 7 月、2014 年 9 月、各 2 週間 
 
（5）モニタリング 

2012 年 9 月、2013 年 9 月、2014 年 9 月、各 2 週間 
 
（6）最終ワークショップ 

2014 年 12 月、2 週間 
 

２－２－６ プロジェクト・チーム 
・ プロジェクト・ディレクター 研究普及局長 
・ プロジェクト・マネジャー エルビル農業研究センター所長 
・ 種子グループ長 種子生産部長 
・ 栽培グループ長 研究部長 
・ 灌漑グループ長 主任研究者 
・ 普及グループ長 農業普及部長 
・ 社会経済グループ長 統計部長 

 
① エルビル県（アインカワ） 

種子生産（2 名）、栽培技術（2 名）、水管理（2 名）、農業普及（4 名） 
② スレイマニヤ県（バクラジョ） 

種子生産（2 名）、栽培技術（2 名）、水管理（2 名）、農業普及（4 名） 
③ スレイマニヤ県（カラール） 

種子生産（1 名）、栽培技術（1 名）、水管理（1 名）、農業普及（2 名） 
④ ドホーク県（マルタ） 

種子生産（1 名）、栽培技術（1 名）、水管理（1 名）、農業普及（4 名） 
 
  



 

－8－ 

２－２－７ 合同調整委員会の構成 
1）JICA 

・ プロジェクト・コーディネータ 
・ イラク事務所長 

2）ICARDA 
・ プロジェクト・コーディネータ 

3）KRG 
・ プロジェクト・ディレクター* 
・ プロジェクト・マネジャー 
・ 種子生産部長 
・ 計画・フォローアップ局長 
・ エルビル農業局長 
・ スレイマニヤ農業局長 
・ ゲルミヤン農業局長 
・ ドホーク農業局長 

* 議長 Chairperson 

必要に応じて適切な人を招くことができる。少なくとも年 1 回開催する。 

 
２－２－８ 技術委員会の構成 

1）JICA 
・ プロジェクト・コーディネータ 
・ イラク事務所代表 

2）ICARDA 
・ プロジェクト・コーディネータ 
・ 品種選定/種子専門家 
・ 小麦栽培専門家 
・ 水管理専門家 

3）KRG 
・ プロジェクト・ディレクター 
・ プロジェクト・マネジャー 
・ 種子生産部長 
・ 普及・訓練部長 
・ スレイマニヤ農業研究センター所長 
・ カラール農業研究センター所長 
・ ドホーク農業研究センター所長 

※少なくとも年 1 回（9 月ころ）開催する。合同調整委員会の前に 2 日間程度 
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第３章 事前評価結果 
 
３－１ 5 項目評価 

３－１－１ 妥当性 
次の理由から、本プロジェクトの妥当性は高いと判断できる。 
「イラク国家開発計画（2010～2014 年）」では、食糧自給、経済多様化、農村開発、貧困削

減に向けて小麦生産の振興が明確に掲げられている。その一方で、その生産計画実現のための

具体的な技術内容やシナリオが示されているわけではない。クルド地域において品種導入、栽

培管理、水管理技術を組み合わせて小麦生産性の改善を図る本プロジェクトは、モデル性のあ

る技術の波及や人材育成により、国家開発計画に基づくイラク小麦生産振興のニーズに応える

ものである。 
プロジェクトが実施されるクルド地域は、中東全体のなかでも降水量が多いことから農業の

潜在的な生産性は高い。よってプロジェクトに必要な試験の試行錯誤が行える自然環境である

ことに加えて、導入技術の他地域への移転や、更には生産量増加に向けた高いポテンシャルに

よって、イラクにおける食糧自給率の向上に効果的に寄与できる地域である。 
クルド自治区「農業セクター戦略計画（2009～2013 年）」では、クルド地域における食糧自

給を最大の課題とし、特に小麦については最優先品目としてクルド農業水資源省のなかでも最

大の予算措置を講じている。これまで政治・社会・自然環境などの要因により小麦生産量が減

退してきたクルド自治区にとっても、小麦の生産性改善を図るプロジェクトは、地域のニーズ

と合致するとともに農業セクターにおける政策とも整合している。 
プロジェクトは、間接裨益者としてイラク政府の担当者も想定し、活動のなかで研修やセミ

ナーなどに招へいするとともに、適応可能な技術については他地域への移転も図る。プロジェ

クトをとおして、クルド自治政府とイラク政府の担当部局間の交流が進み、両者の今後の協働

につながれば、イラク国内の国民統合や平和の推進にも貢献する可能性がある。よって平和の

定着と国づくりへの支援の観点からも、本プロジェクト実施の意義は大きい。 
イラクについては、外務省による「国別援助計画」は策定されていない。しかし JICA「国別

援助実施方針（2009 年 7 月）」では、農業分野への支援は 4 つの重点分野の 1 つのなかで「経

済成長を実現するための非石油経済の振興（農業セクター）」に位置づけられていることから、

本プロジェクトは日本の援助方針にも整合している。 
 

３－１－２ 有効性 
本プロジェクトは、以下の理由から有効性が高いと見込める。 
ICARDA との連携による本プロジェクト実施の事業効果は、①適正品種の選定と種子増産、

②栽培管理の改善、③圃場内の水管理技術の向上、④研究員・普及員の育成、が期待される。

プロジェクト目標は、「クルド地域の栽培条件に適した小麦の品種、栽培技術、水管理技術を

研究者をとおして農業普及員が習得し、その技術を農家に対して圃場にて実証する」と明確に

記述されており、この目標は事業効果の発現により達成されると見込まれる。 
わが国のイラク復興支援について、2009 年 10 月には水利用・農業分野における技術協力強

化の要望が出されたことから、JICA はクルド自治地域に対して、2009 年 12 月に「基礎情報収

集・確認調査」、2010 年 4～6 月に「プログラム形成・協力準備調査」を実施した。さらに、2010
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年 8 月から 2011 年 2 月の間に水資源、農業の各分野で政策アドバイザーを複数回派遣した。

本プロジェクトは、こうした現況調査と課題分析、クルド農業水資源省との度重なる協議を踏

まえて協力の枠組みが形成されている。したがって、プロジェクト目標・成果・活動は明確に

設定され、それらの間の因果関係は確保されているだけでなく、これまでの協力準備によりカ

ウンターパート機関のプロジェクト内容に対する認識も極めて高い。 
指標と目標値、指標の入手手段に関し、事前調査の時点では農業試験場の栽培試験データ、

村落ごとの農家数や生産統計、農家家計状況などの基礎情報がなかったことから、プロジェク

ト開始後、まず小麦栽培に係るベースライン調査を実施する計画であり、その結果をもって指

標と目標値の詳細を設定していく必要がある。 
 

３－１－３ 効率性 
本プロジェクトは、以下の理由から高い効率性が見込める。 
本調査のなかで、ICARDA、クルド農業水資源省、JICA 調査団の三者でワークショップを開

催し、本プロジェクトに係る協力の枠組み、活動計画の内容を検討した。さらに、合同調整委

員会の構成、ICARDA における研修、ICARDA 専門家によるクルド現地研修の内容などについ

ても検討し、これらの議事録が三者間で共有された。したがって協力内容と実施体制の原案に

ついては、既に三者で了解されている。 
本邦及び第三国（ICARDA）からの長期・短期の専門家の指導科目も具体化されており、プ

ロジェクトに従事するクルド側カウンターパートもほぼ選任されているとの発言があった。プ

ロジェクト事務所が設置される予定のアインカワ農業試験場には、既に専門家の事務スペース、

机、椅子、インターネット接続が準備されている。加えてプロジェクト活動のためのクルド側

の予算も措置されていることなどから、迅速なプロジェクト活動の開始が予想される。 
同時並行して「園芸技術改善・普及プロジェクト」を実施することになる各県の農業試験場

のキャパシティについては、職員数、各分野の研究者数、年次活動計画に基づく予算配分、所

有する試験圃場面積などからみて、プロジェクト業務の遂行能力に不足はないと判断される。

各県の試験場職員数は、エルビル県 151 名（うち研究員は 96 名）、ドホーク県 128 名（うち研

究員は 47 名）、スレイマニア県 320 名（うち研究員は 96 名）であり、2010 年度予算は 1 億 1,500
万～2 億 7,500 万ディナール（約 800 万円～約 2,000 万円）である。各県で、アインカワ試験場、

マルタ試験場、バグラジョ試験場を中心に、それぞれ 4 カ所、4 カ所、6 カ所の試験場を有し

ている。 
農業普及所については、エルビル県内に 12 カ所、ドホーク県内に 9 カ所、スレイマニア県

内に 15 カ所設置され、職員数は、エルビル県 31 名（うち普及員は 7 名）、ドホーク県 73 名（う

ち普及員は 29 名）、スレイマニア県 218 名（うち普及員は 47 名）である。普及員数だけをみ

れば全体で 83 名で、各農業普及所における普及員数は 2 名程度と少ないことから、実証圃場

での技術紹介、農家への訪問指導などの活動対象は、地域の優良農家に限られている状況であ

る。プロジェクトでは、先進農家によるデモ圃場提供を得ることで広く農民への普及につなげ

ていく計画となっている。プロジェクトで実施するベースライン調査の結果も踏まえて、対象

とする農業普及所の選択、農業試験場が行っている普及活動の利用なども、場合により検討し

ていく必要がある。 
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３－１－４ インパクト 
本プロジェクトのインパクトは、以下のように複数の正のインパクトが予測できる。 
上位目標は、「イラクの食糧安定供給のためにクルド地域の小麦の生産性が向上する」と明

確であり、これはプロジェクト目標達成によりインパクトとしての発現が見込まれる。プロジ

ェクトでは、現在既に行われている灌漑圃場において水利用最適化に向けた補助灌漑技術の普

及が検討される。また、クルド側から要望の強い天水の有効利用のためのウォーター・ハーベ

スティング技術（小規模なため池を含む）についても実証試験などで検討されて、本プロジェ

クトと同時期に派遣される農業政策アドバイザーにより別途支援の可能性が検討される。こう

した支援が組み合わされることで、上位目標の達成が期待される。 
プロジェクト効果は、クルド自治区内にとどまらずイラク政府にも波及するよう、イラク政

府の研究者・担当者を研修・セミナーなどに招へいするよう計画されている。クルド地域に隣

接するニナワ県の天水小麦、近代的な圧力灌漑（スプリンクラー、センターピボットなど）に

よる補助灌漑が行われている小麦栽培地域において、プロジェクトからの技術移転や人材育成

により生産性の底上げが期待される。 
自然環境に対するインパクトとしては、補助灌漑の利用による影響が考えられるが、プロジ

ェクトの活動は現在の灌漑条件下での水利用最適化であり、新たな灌漑施設の開発を伴うもの

ではない。また、大規模農家による現行の無計画な水利用による灌漑小麦栽培に対しても、水

利用最適化技術を普及していくことから、環境に対してのマイナスの影響は予見されない。 
 

３－１－５ 持続性 
以下のとおり、これらプロジェクトによる効果は、プロジェクト終了後も相手国政府により

維持されると見込まれる。 
クルド農業水資源省の試験研究所、農業普及所は、エルビル県、ドホーク県、スレイマニア

県の各地区に配置され、活動は各機関とも年間計画に基づいて実施されている。新規技術・知

識の習得機会は限られ、試験結果の蓄積や普及資料の保管への認識も欠いていることなどから、

試験研究の発展は停滞しているものの、限られた知識・技術・手法のなかでの活動は実践され

ている。プロジェクト活動は既存の組織体制の上に行われることから、プロジェクト終了後も

活動の持続性は高いと判断される。 
小麦生産振興については、食糧自給の重要性から、イラク国家開発計画やクルド農業セクタ

ー戦略計画に沿って、今後もイラク政府及びクルド自治政府の政策的・予算的な支援は続くと

予想される。イラクはその国家歳入の 9 割以上を石油部門に依存し、イラク国家開発計画では

財政の 17％をクルド地域に振り分けるよう明記されている。今後、産業多角化などによるイラ

ク経済の健全な成長が進めば、クルド自治政府の予算についても安定していくものと考えられ

る。 
現在のクルド農業水資源省の研究・普及部門の業務遂行状況からみて、プロジェクトで導入

する改善技術のクルド側の吸収・定着には問題がなく、プロジェクト終了後の技術の維持を阻

害するような特別の要因は見当たらない。 
小麦の栽培技術に関するクルド農業水資源省の研究者、普及員の能力が向上し、今後も独自

に ICARDA との関係を維持することにより、プロジェクトの活動・成果が自立発展的に継続し

ていけば、行政機関と最終的な裨益者である農家との関係も強まり、農家側の意識啓発によっ
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て更に研究者・普及員の活動が後押しされることも期待される。 
 

３－１－６ 結論 
以上のように、プロジェクトの妥当性や必要性を確認し、協力内容と協力効果を明らかにし

て、インパクトや持続性も踏まえて協力実施の適用性を総合的に検討した結果、本プロジェク

トによる協力の実施は適切と判断される。 
 
３－２ 貧困・ジェンダー・環境などへの配慮 

イラク全体では、人口の 23％が貧困ライン以下と推定されている。また 2010 年に国連が発表

した飢餓マップによると、イラク国内 18 県のうち、飢餓・低栄養に直面している人口の割合は

クルド自治区 3 県とニナワ県を含む 6 県では 5％以下であるが、ディーヤラー県、バービル県な

どの 6 県においては 17～51％と高い。飢餓・低栄養については、食糧不足というより世帯に食糧

を購入できる収入がないことが原因である。農村世帯の収入は都市・郊外世帯と比べると低く、

FAO の推定によると、これら貧困ラインまたは飢餓・低栄養に面している人口の 70％は農村世

帯である。こうしたことから、小麦の生産性改善による農業振興は農村部における食糧自給に寄

与していくものと考えられる。具体的にプロジェクト実施段階における貧困農民の参加・普及に

関する配慮については、ベースライン調査の実施の際に、配慮の中心に置かれることとなる。 
ジェンダーに関しては、「イラク国家開発計画（2010～2014 年）」のなかで、農村における高い

失業率と都市への人口流入、農業労働における女性の重要性の高まり（2000 年推定では農業労働

者の 50％以上は女性）、の 2 点が農村の社会開発の側面として指摘されている。クルド自治区に

おいても、園芸作物、養蜂、家畜飼養、農産物加工などで女性が主な役割を果たしている。この

ため、例えばスレイマニア農業普及所の全職員・普及員 218 名のうち女性は 45 名配置され、農

作業ダイアリーや農産物加工など女性向け研修も数多く開催されている。したがって、本プロジ

ェクトの活動でも、ジェンダーに関する配慮は問題なく取り込まれると予想される。 
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第４章 その他留意点 
 
４－１ イラク支援における本プロジェクトの位置づけと留意点 

本プロジェクトと同時に「クルド地域園芸技術改善・普及プロジェクト」（技術協力プロジェ

クト）と「クルド地域農業政策アドバイザー」（個別専門家派遣）が採択された。この 3 案件は、

イラク戦争後最初の日本人専門家派遣を伴う技術協力として重要な意味をもつものと理解でき

る。 
ただし、3 案件ともにイラク全体の 2 割に満たないクルド自治地域を対象としており、これは

専門家の安全確保という観点から致し方ないものの、イラク政府から理解を得ることに常に配慮

が必要となる。 
これまでの調査や資料で確認されたとおりクルド地域の農業ポテンシャルは高いにもかかわ

らずイラク戦争以前には農業振興が図られていなかったことから、イラク復興期においてクルド

での農業開発に高い優先度を置くことは客観的にみても妥当性の高いものである。 
しかしながら、歴史的経緯、民族間感情などに配慮すれば、理詰めの説明にとどまらずさまざ

まな角度からクルド自治政府、イラク政府、各地域農民と良好なコミュニケーションの輪を形成

しながらプロジェクトを展開させていく配慮が必要である。このような配慮は、国内対立を経た

復興期の社会における開発事業では、不可避の重要な課題として見据えておくべきであろう。ク

ルド地域での協力が全イラクの開発に貢献することを説明することは可能であり整理しておく

べきと思われる。 
なお、本プロジェクトは円借款付帯事業の位置づけであり、日本の灌漑セクターローンの投入

に際して、栽培技術や普及技術の面からプロジェクトの成果を円借款のサイトでも有効活用して

いけるよう、イラク政府とのコミュニケーションや活動への取り込みを図る必要がある。 
 
４－２ イラク（クルド自治政府）側のイニシアティブ 

本詳細計画策定調査全般を通じてクルド自治政府の真摯なイニシアティブが認められた。農業

水資源省大臣から地方の現場（試験場や普及所）に至るまで、日本の技術協力に期待しているこ

とが実感できた。 
ただし、プロジェクトの受益者（カウンターパート機関）として未経験であるがゆえに、彼ら

が十分には理解していない事項は少なくないと心得ておくべきであろう。実施段階でも基礎的な

認識まで含めて説明や指導が必要になることを想定しておきたい。 
また、主管であるクルド農業水資源省を軸としつつも、適宜計画省、イラク政府（農業省、水

資源省、首相府など）に説明とアピールを行うことで、運営を円滑にする配慮が必要であろう。

この点では JICA イラク事務所からの示唆と調整、支援に負うところが大きく、継続的な支援を

依頼したい。またミクロの視点（県レベルから更に小さい範囲まで）での現地事情を汲み取る努

力も必要であろう。3 県のなかでもスレイマニア県は歴史的に他 2 県と反目するところもあると

いう。さらに（イラン、シリア、トルコなどとの）国境を越えて展開する 3,000 万人といわれる

クルド人の歴史や民族感情にも配慮する必要がある。 
上記のとおりミクロからマクロまでさまざまな視点をもって取り組んでいく必要のある新た

な協力展開であることを関係者間で共有していきたい。 
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４－３ 安全対策に関する留意点 

クルド地域はイラク国内他地域と比べて治安が良いとされているが、厳重なセキュリティルー

ルを適用しなければならない特別な地域であることに変わりはない。 
現地で調査している時の感覚としては他国と変わらない素朴な農村のように感じられるが、常

に十分な事前情報を得てから行動する必要がある。現行のままでは JICA 専門家の外出に多くの

制約と費用がかかる。費用面での積み上げは軽んじられないレベルになる。事業面では普及など

の郊外の活動が制約される一方、専門家の生活面での制約やストレスも大きく、追加的な休暇も

必要となる。 
また、バグダッドでのイラク政府とのコミュニケーションの重要性を述べたが、更に厳しい治

安状況にあるバグダッドでの安全対策との兼ね合いを十分に検討する必要がある。 
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